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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 4,102 △0.9 △286 － △263 － △280 －

2025年３月期 4,138 － △375 － △361 － △1,436 －

（注）包括利益 2026年３月期 △268百万円 （－％） 2025年３月期 △1,438百万円（－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 △252.75 － △14.0 △5.3 △7.0

2025年３月期 △1,293.58 － △49.7 △6.9 △9.1

（参考）持分法投資損益 2026年３月期 －百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 4,661 1,865 40.0 1,679.66

2025年３月期 5,212 2,156 41.4 1,941.53

（参考）自己資本 2026年３月期 1,865百万円 2025年３月期 2,156百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △376 △9 △74 769

2025年３月期 278 △243 102 1,230

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 20.00 20.00 22 △1.5 1.0

2026年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － －

2027年３月期（予想） － － － － － －

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2025年３月期の対前期増減率は記載しておりません。
また、自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率は連結初年度のため、それぞれ期末自己資本及び期末総資産額
に基づいて計算しております。
潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2025年３月期より連結財務諸表を作成しているため、2025年３月期の純資産配当率（連結）は、連結初年度のた
め、期末１株当たり純資産に基づいて計算しております。

　　　2027年３月期の配当予想につきましては、現時点では未定とさせていただきます。今後予想が可能となった時点で
速やかに公表するように努めます。



（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期（累計） 2,068 2.6 △60 － △74 － △77 － △69.65

通期 4,678 14.0 △68 － △94 － △97 － △88.08

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 1,187,368株 2025年３月期 1,187,368株
②  期末自己株式数 2026年３月期 76,529株 2025年３月期 76,529株
③  期中平均株式数 2026年３月期 1,110,839株 2025年３月期 1,110,839株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 3,849 △5.1 △246 - △220 - △224 -

2025年３月期 4,057 △9.4 △334 - △319 - △1,394 -

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 △201.75 -

2025年３月期 △1,255.42 -

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 4,452 1,964 44.1 1,768.83

2025年３月期 4,866 2,199 45.2 1,979.69

（参考）自己資本 2026年３月期 1,964百万円 2025年３月期 2,199百万円

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

※  注記事項
（１）期中における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は、添付資料Ｐ３「１．経営成績等の概況　(4）今後の見通し」をご参照ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境・企業収益の改善等により景気は緩やかに回復しており

ますが、中東情勢をはじめとする国際情勢の不安定化や資源価格の高騰等により、先行き不透明な状況が続いてお

ります。

木材・木造建築業界において、新設住宅着工戸数は資源価格高騰等によるコスト増加や、2025年４月の建築基準

法改正に伴う昨年の駆け込み着工等の影響に加え、中東情勢の緊迫化等により資源価格が高騰しており先行きは不

透明な状況が続いております。当連結会計年度の全国の新設住宅着工戸数は71万戸（前期比12.8％減）、当社に関

係が深い木造住宅の新設着工戸数につきましては42万戸（前期比9.5％減）となりました。

一方、公共建築物等木材利用促進法の施行から13年が経過し、2021年10月に施行された改正法では対象が公共建

築物から一般建築物へと拡大されました。これを受け、当社は「木の温もりと笑顔あふれる社会」の実現を目指

し、非住宅分野における木造化の推進に取り組んでおります。地産地消の認証木材や合法木材（クリーンウッド

法）の使用を通じて、森林保護および高性能住宅によるCO₂排出抑制に努め、地球温暖化防止への貢献を目指してお

ります。

住宅資材事業では、プレカット受注を主軸とし、建材・住設・エクステリアを含めたトータル受注体制の強化に

取り組みました。また、自社製材工場「ウッド・ミル」ブランドによる国産人工乾燥杉製材「宮城の伊達な杉」

は、「宮城の伊達な杉の家を創る会」との連携等で、その普及・販売促進に努めました。

建設事業においては、「杉とともに300年　確かな技術が届けるここちよい暮らし」をコンセプトに、植林から

製材、建築、アフターサービスまで一貫して手掛けております。宮城県産の「宮城の伊達な杉」を使用した骨組み

を採用し、地産地消による高品質な住まいの提供を進めてまいりました。

また、2024年11月には、ビィ・エル・シー株式会社の株式を取得し、連結子会社化いたしました。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,102百万円（前期比0.9％減）、営業損失286百万円（前期営業損

失375百万円）、経常損失263百万円（前期経常損失361百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失280百万円（前

期親会社株主に帰属する当期純損失1,436百万円）となりました。

　なお、セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。（各セグメントの売上高は、外部顧客に対するも

のであります。）

ア. 住宅資材事業

大型木造物件と地域に根ざした営業展開を図るため地場工務店に対する営業活動に注力しましたが、物価の

高騰等により新設住宅着工戸数は軟調に推移し、また、原油等の資源価格の高騰や仕入資材等の価格の高騰等

により、売上高2,919百万円（前年同期比0.7％減）、営業損失56百万円（前年同期営業損失152百万円）とな

りました。

イ. 建設事業

　注文住宅等の競争が厳しく、売上高1,112百万円（前年同期比1.7％減）、営業損失23百万円（前年同期営業

損失0百万円）となりました。

ウ. 賃貸事業

　賃貸事業は、売上高70百万円（前年同期比6.9％増）、営業利益48百万円（前年同期比22.1％増）となりま

した。

（２）当期の財政状態の概況

①資産

当連結会計年度末の資産につきましては、4,661百万円となりました。内訳としましては、現金及び預金が722百

万円、受取手形、売掛金、電子記録債権及び完成工事未収入金が579百万円、商品及び製品267百万円、販売用土地

建物205百万円を含む流動資産が2,224百万円、有形固定資産が2,327百万円、無形固定資産が554百万円、投資その

他の資産が108百万円となっております。

②負債

負債につきましては2,795百万円となっており、内訳としましては、支払手形、買掛金、電子記録債務及び工事

未払金747百万円、短期借入金393百万円、１年以内返済予定の長期借入金247百万円を含む流動負債が1,562百万

円、長期借入金878百万円、再評価に係る繰延税金負債64百万円を含む固定負債が1,232百万円となっております。
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③純資産

純資産につきましては、1,865百万円となっており、内訳としましては、株主資本が1,702百万円、土地再評価差

額金140百万円を含むその他の包括利益累計額が163百万円となっております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、769百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果減少した資金は、376百万円となりました。これは、主に減価償却費及び

減損損失の非資金費用が39百万円、棚卸資産の減少が43百万円あったものの、税金等調整前当期純損失が288百万

円、仕入債務の減少が192百万円あったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動の結果減少した資金は、9百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取

得による支出が7百万円あったためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果減少した資金は、74百万円となりました。これは、主に短期借入金の増

加が198百万円あったものの、約定弁済に伴う長期借入金の返済による支出が274百万円、配当金の支払額が22百万

円あったためであります。

（４）今後の見通し

今後の経済環境につきましては長期金利上昇、中東情勢の緊迫化による原油供給の不安定化等による資源価格の

高騰が継続し、住宅産業においても建材価格の上昇や供給制限の影響が懸念され、景気の先行きは依然として不透

明な状況が続くものと予想されます。

このような環境下において、当社はナイス株式会社との業務提携を通じ、プレカット事業の連携強化および国産

材の安全供給体制の構築を進めてまいります。また、高性能木材加工機フンデガーK2i1250を最大限活用し、ATAハ

イブリッド構法やCLT（直交集成板）等の非住宅大型木造建築分野への営業強化を図ってまいります。

次期の業績見通しといたしましては、売上高4,678百万円（前期比123％）、営業損失68百万円（前期営業損失

286百万円）、経常損失94百万円（前期経常損失263百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失97百万円（前期親

会社株主に帰属する当期純損失280百万円）を見込んでおります。

なお、次期の業績の見通しは、現時点での限定的な範囲での影響額を反映しております。先行き不透明であるた

め、事業環境の変化等により、業績予想の修正が必要になった場合には、速やかに公表いたします。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　利益配分に関する基本方針につきましては、当社は、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努める

とともに、内部留保の確保に留意しつつ、配当につきましては業績に応じて成果配分することを基本方針としてお

ります。

　また、内部留保資金につきましては、経営環境の変化への対応と主要製品の需要増に対応した安定供給体制確立

のための資金需要及び市場ニーズに応える製品開発・技術開発等に充当し、今後の事業拡大に努めていくことが、

株主の皆様への充実した配当に寄与するものと考えております。当期の利益配当金につきましては、上記の方針を

踏まえ、1株につき0円とさせていただきます。

なお、次期の年間配当額につきましては、予測が困難であるため、配当予想を未定とさせていただきます。

２．企業集団の状況

　当社グループは、住宅資材の卸・小売事業、住宅建築事業及び木材加工事業を主な事業としており、その他の事業

では不動産の賃貸・仲介等各事業に関連するサービスを幅広く展開しております。

当社グループの事業内容と報告セグメントとの区分は同一であります。

- 3 -

㈱山大（7426）　2026年3月期決算短信（連結）



報告セグメントの区分 事業内容

住宅資材事業

住宅資材・建設資材の販売 木材・建材・住宅設備機器・合板等の卸・小売販売

木材の加工
木材のコンピュータカット（大型物件等）加工・防腐加工・人工

乾燥加工・製材等

自山林の植林及び育成 主にスギ、ヒノキ等の植林、育成

建設事業
住宅建築・大型木造建築及び分譲

住宅、不動産の販売・仲介

大型木造建築・木造注文住宅・提案住宅・建築物の設計・施工・

監理及び分譲住宅、不動産の売買・仲介等

賃貸事業 不動産の賃貸等 不動産の賃貸等

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社は、以下のフィロソフィ・ミッション・ビジョンを掲げ、「木材の温もりと笑顔あふれる社会」に貢献でき

る企業を目指しています。

山大フィロソフィー

　パーパス（存在意義／経営理念）

　　木材の温もりは心の温もり。

　　わたしたち山大は

　　山と人をつなぐ木材文化の架け橋として

　　自然と暮らしの循環を見守る大樹として

　　木材の温もりと笑顔あふれる社会に貢献します。

　ミッション（日々、実践する使命）

　　感謝を忘れず木材と向き合い、

　　自然と暮らしの大きな循環を支えます。

　ビジョン（目指す理想の社会）

　　木材の温もりに囲まれた

　　笑顔あふれる社会を創造します。

　木材の温もりあふれる木造建築に取り組むことによって、潤いと安らぎのある木住文化と、山と人をつなぐ木住

文化の醸成に尽力します。また、山林を大切に育みながら、再生可能な天然素材である木の特性を最大限活かす事

業を展開することで、自然と暮らしの大きな循環を支えます。

（２）目標とする経営指標

　当社は、経営基盤強化のため、経営の最重点目標を収益の向上とし、経営指標として経常利益率を重視し、財務

体質の充実、改善を図り、会社を発展させてまいります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

人口減少および高齢化の進展に伴い、将来的に住宅着工数の減少が見込まれる一方で、公共施設や高齢者施設等

を中心とした非住宅分野における木造化需要の拡大が期待されております。

このような環境下において、当社は持続可能な森林認証木材の活用を通じて、森林資源の適切な管理および再生

を促進し、環境保全に貢献してまいります。

住宅資材事業部におきましては、ナイス株式会社との業務提携によりプレカット事業の連携強化を進めるととも

に、非住宅分野における大型木造建築の販路拡大及び国産材製材工場の生産効率向上を図ってまいります。また、

将来的な職人不足への対応として、職人育成の内製化を推進し、建築現場における安定的な施工体制の構築に取り

組んでまいります。

建設事業部におきましては、お客様の多様なニーズを的確に捉えたプラン提案を行い、将来を見据えた省エネル

ギー・創エネルギー住宅の提供を進めてまいります。

当社は、山と人をつなぐ木材文化、ならびに潤いと安らぎのある木住文化の創造を通じて、再生可能な天然素材

である木材の特性を最大限に活かし、「木のぬくもりを形にする」ものづくりを基盤に、企業活動を通じて「木の

温もりと笑顔あふれる社会」の実現を目指してまいります。
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（４）会社の対処すべき課題

我が国経済は、グローバル化の進展により各国との相互依存関係が深まる中、中東情勢の緊迫化を背景とした原

油供給の不安定化により、エネルギー価格および資源価格の高騰が続いております。こうした国際情勢の不安定化

が長期化する中で、住宅産業においては石油由来の建材（断熱材、樹脂製品、塗料等）の価格上昇や供給制限が発

生し、一部では出荷停止や受注停止にまで影響が及んでおります。

そのような中で、住宅着工数の減少が予想され、木材、建築業界においては、適切な技術や専門知識を有する職

人の不足が深刻化しており、あわせて革新的技術の導入やデジタル化への対応が重要な課題となっております。

当社におきましては、高性能木材加工機械フンデガーK2i1250および650を最大限に活用するとともに、高性能羽

柄加工機の増設を進めることで、市場ニーズに柔軟かつ迅速に対応できる生産体制の構築を図ってまいります。

さらに、内部統制およびコンプライアンス体制の一層の充実を図るとともに、国産材杉製材「宮城の伊達な杉」

やプレカット工場製品の生産プロセスの効率化、品質管理システムの強化を進めてまいります。これにより、生産

性向上による価格競争力および品質の確保を両立させ、継続的な事業収益の確保と企業価値の向上を図り、事業活

動を通じた社会貢献に努力してまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏し

いため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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(単位：千円)

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,233,531 772,348

受取手形及び売掛金 455,221 456,663

電子記録債権 24,984 73,628

完成工事未収入金等 126,009 49,085

商品及び製品 207,837 267,651

仕掛品 160,920 187,661

原材料及び貯蔵品 102,495 148,916

販売用土地建物 387,417 205,139

未成工事支出金 2,031 7,900

その他 27,860 55,347

貸倒引当金 △330 △310

流動資産合計 2,727,980 2,224,033

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 189,431 175,856

機械装置及び運搬具（純額） 465 2,985

土地 1,890,397 1,890,397

山林 232,079 232,079

リース資産（純額） - 22,795

建設仮勘定 - 3,320

その他（純額） 2,315 221

有形固定資産合計 2,314,689 2,327,654

無形固定資産

のれん 16,867 -

その他 1,842 554

無形固定資産合計 18,710 554

投資その他の資産

投資有価証券 21,972 39,632

長期貸付金 5,234 4,506

差入保証金 31,936 32,212

その他 94,818 34,948

貸倒引当金 △2,544 △2,514

投資その他の資産合計 151,416 108,784

固定資産合計 2,484,817 2,436,993

資産合計 5,212,797 4,661,026

５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 272,802 271,966

電子記録債務 479,918 450,123

工事未払金 186,528 24,937

短期借入金 195,000 393,000

１年内返済予定の長期借入金 272,100 247,760

設備関係支払手形 - 219

設備関係電子記録債務 7,613 11,015

未払金 97,718 87,142

未払法人税等 5,104 9,243

契約負債 25,762 12,156

賞与引当金 17,976 16,076

完成工事補償引当金 4,330 3,610

その他 46,533 35,546

流動負債合計 1,611,388 1,562,797

固定負債

長期借入金 1,088,206 878,442

繰延税金負債 20,368 11,077

再評価に係る繰延税金負債 64,476 64,476

退職給付に係る負債 207,901 214,438

資産除去債務 5,000 5,000

その他 58,733 58,962

固定負債合計 1,444,686 1,232,396

負債合計 3,056,075 2,795,193

純資産の部

株主資本

資本金 1,103,184 1,103,184

資本剰余金 97,927 97,927

利益剰余金 858,920 555,933

自己株式 △54,312 △54,312

株主資本合計 2,005,718 1,702,731

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 10,792 22,889

土地再評価差額金 140,211 140,211

その他の包括利益累計額合計 151,003 163,100

純資産合計 2,156,722 1,865,832

負債純資産合計 5,212,797 4,661,026
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(単位：千円)

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

売上高 4,138,547 4,102,141

売上原価 3,714,120 3,604,014

売上総利益 424,427 498,126

販売費及び一般管理費

支払運賃 108,469 92,138

貸倒引当金繰入額 △493 △50

役員報酬 44,823 46,776

給与手当 280,191 286,393

賞与引当金繰入額 9,258 7,978

退職給付費用 12,008 8,669

法定福利費 50,637 53,499

支払報酬 64,091 81,805

減価償却費 11,988 6,319

のれん償却額 887 3,551

その他 218,101 197,925

販売費及び一般管理費合計 799,964 785,007

営業損失（△） △375,536 △286,880

営業外収益

受取利息 507 973

受取配当金 1,966 2,132

受取助成金 5,609 19,479

仕入割引 4,691 4,277

その他 11,197 10,771

営業外収益合計 23,972 37,635

営業外費用

支払利息 8,782 13,588

その他 706 727

営業外費用合計 9,488 14,315

経常損失（△） △361,052 △263,560

特別損失

固定資産除却損 3,386 -

減損損失 1,114,616 25,435

その他 1,218 -

特別損失合計 1,119,220 25,435

税金等調整前当期純損失（△） △1,480,273 △288,995

法人税、住民税及び事業税 2,578 6,628

法人税等調整額 △45,896 △14,854

法人税等合計 △43,318 △8,225

当期純損失（△） △1,436,955 △280,770

非支配株主に帰属する当期純損失（△） - -

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,436,955 △280,770

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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(単位：千円)

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

当期純損失（△） △1,436,955 △280,770

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,652 12,097

土地再評価差額金 △3,148 -

その他の包括利益合計 △1,495 12,097

包括利益 △1,438,451 △268,672

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △1,438,451 △268,672

非支配株主に係る包括利益 - -

（連結包括利益計算書）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,103,184 97,927 2,420,612 △54,312 3,567,410

当期変動額

剰余金の配当 - - △27,770 - △27,770

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - △1,436,955 - △1,436,955

土地再評価差額金の取崩 - - △96,965 - △96,965

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

- - - - -

当期変動額合計 - - △1,561,691 - △1,561,691

当期末残高 1,103,184 97,927 858,920 △54,312 2,005,718

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 9,139 46,394 55,534 3,622,944

当期変動額

剰余金の配当 - - - △27,770

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - - △1,436,955

土地再評価差額金の取崩 - - - △96,965

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1,652 93,816 95,469 95,469

当期変動額合計 1,652 93,816 95,469 △1,466,222

当期末残高 10,792 140,211 151,003 2,156,722

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,103,184 97,927 858,920 △54,312 2,005,718

当期変動額

剰余金の配当 - - △22,216 - △22,216

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - △280,770 - △280,770

土地再評価差額金の取崩 - - - - -

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

- - - - -

当期変動額合計 - - △302,986 - △302,986

当期末残高 1,103,184 97,927 555,933 △54,312 1,702,731

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券評価

差額金
土地再評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 10,792 140,211 151,003 2,156,722

当期変動額

剰余金の配当 - - - △22,216

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

- - - △280,770

土地再評価差額金の取崩 - - - -

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

12,097 - 12,097 12,097

当期変動額合計 12,097 - 12,097 △290,889

当期末残高 22,889 140,211 163,100 1,865,832

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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(単位：千円)

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,480,273 △288,995

減価償却費 123,090 14,514

減損損失 1,114,616 25,435

のれん償却額 887 3,551

賞与引当金の増減額（△は減少） 546 △1,900

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,186 △50

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △430 △720

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,442 6,536

受取利息及び受取配当金 △2,473 △3,106

支払利息 8,782 13,588

有形固定資産除却損 3,386 -

売上債権の増減額（△は増加） 198,428 26,867

棚卸資産の増減額（△は増加） 145,389 43,434

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,553 △17,281

仕入債務の増減額（△は減少） 120,749 △192,222

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,150 △6,863

未収消費税等の増減額（△は増加） 15,096 △10,860

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,890 △23,438

その他 8,351 47,272

小計 262,218 △364,239

利息及び配当金の受取額 2,468 3,103

利息の支払額 △9,065 △13,705

法人税等の支払額 △1,377 △2,934

法人税等の還付額 24,186 799

営業活動によるキャッシュ・フロー 278,431 △376,975

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △107,306 △7,718

有形固定資産の除却による支出 △117 -

無形固定資産の取得による支出 - △2,448

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△130,260 -

差入保証金の差入による支出 △2,573 △339

差入保証金の回収による収入 - 63

貸付けによる支出 △500 -

貸付金の回収による収入 650 728

出資金の払込による支出 △56 △58

その他 △2,986 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △243,150 △9,771

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 198,000

長期借入れによる収入 400,000 40,000

長期借入金の返済による支出 △224,669 △274,104

社債の償還による支出 △5,000 △10,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △10,032 △6,114

配当金の支払額 △27,770 △22,216

財務活動によるキャッシュ・フロー 102,527 △74,434

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 137,808 △461,182

現金及び現金同等物の期首残高 1,092,722 1,230,531

現金及び現金同等物の期末残高 1,230,531 769,348

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（表示方法の変更）

　　　（連結貸借対照表）

　　前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債権」は金額的重要

性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「受取手形及び売掛金」に表示していた480,206千円は

「受取手形及び売掛金」455,221千円、「電子記録債権」24,984千円として組み替えております。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

受取手形 32,705千円 31,293千円

売掛金 422,516 425,369

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

顧客との契約から生じた債権 24千円 34,574千円

契約資産 125,985 14,511

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 3,861,297千円 3,881,510千円

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

建物及び構築物 103,368千円 90,930千円

土地 1,252,546 1,252,546

計 1,355,914 1,343,476

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

短期借入金 170,000千円 368,000千円

長期借入金（１年以内返済予定額を含む） 1,105,760 901,052

計 1,275,760 1,269,052

（連結貸借対照表に関する注記）

※１　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりでありま

す。

※２　顧客との契約から生じた債権及び契約資産の内訳

完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は次のとおりでありま

す。

※３　有形固定資産の減価償却累計額

※４　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　担保付債務は、次のとおりであります。
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前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

建物及び構築物 364,772千円 364,722千円

機械装置及び運搬具 776,534 776,534

土地 216,960 216,960

山林 5,635 5,635

その他 5,700 5,700

計 1,369,601 1,369,601

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

当座貸越極度額 1,950,000千円 1,550,000千円

借入実行残高 195,000 393,000

差引額 1,755,000 1,157,000

・ 再評価を行った年月日 2002年３月31日

前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時価と再評

価及び減損後の帳簿価額との差額
50,641千円 50,641千円

上記差額のうち賃貸等不動産に係るもの － －

※５　国庫補助金等の受入れにより取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

※６　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

※７　土地再評価評価法

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号　2001年３月31日改正）に基づ

き、2002年３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

　なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日

公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

・　再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めた方法により算

定した価額に合理的な調整を行う方法に基づいて算定しております。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

7,371千円 2,202千円

（連結損益計算書に関する注記）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。
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前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

建物 3,386千円 －千円

用途 種類 場所

住宅資材事業用資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地等 宮城県仙台市、石巻市

建設事業用資産 建物及び構築物等 宮城県石巻市

賃貸事業用資産 建物及び構築物、土地等 宮城県仙台市、石巻市他

全社共用資産 建物及び構築物、土地等 宮城県石巻市

種類 金額（千円）

建物及び構築物 585,195

機械装置及び運搬具 70,175

土地 435,078

その他 24,167

用途 種類 場所

住宅資材事業用資産 建物及び構築物等 埼玉県三郷市他

－ のれん 東京都

種類 金額（千円）

建物及び構築物 7,805

機械装置及び運搬具 232

その他 4,080

のれん 13,316

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

※４　減損損失

　前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

　　当社グループは、主に以下の資産グループについて、減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業部門を基本単位として

おります。また、賃貸不動産については、物件単位毎にグルーピングを行っております。

　当社は、継続的な営業損失の計上により回収可能価額が帳簿価額を下回る資産について減損処理を行

い、減損損失1,114,616千円を計上しました。

　その内訳は以下の通りであります。

（減損損失の内訳）

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定士による不動産

鑑定評価基準に準じた方法により算定した評価額、路線価による相続税評価額又は固定資産税評価額に

処分見込額を調整し算定しております。

　当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

　　当社グループは、主に以下の資産グループについて、減損損失を計上しております。

　資産のグルーピングは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業部門を基本単位として

おります。また、賃貸不動産については、物件単位毎にグルーピングを行っております。

　当社の連結子会社であるビィ・エル・シー株式会社については、継続的な営業損失の計上により回収

可能価額が帳簿価額を下回る資産について減損処理を行い、減損損失12,118千円を計上しました。

　また、当社の連結子会社であるビィ・エル・シー株式会社に係るのれんについて、取得時の事業計画

からの乖離が生じ、当初想定していた超過収益力が見込めなくなったことから、当連結会計年度におい

て、同社に係るのれんの未償却残高全額について減損処理を行い、減損損失13,316千円を計上しており

ます。

　その内訳は以下の通りであります。

（減損損失の内訳）

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定士による不動産
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鑑定評価基準に準じた方法により算定しております。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

連結財務諸
表計上額

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,940,958 1,131,862 65,726 4,138,547 - 4,138,547

セグメント間の内部売上高又

は振替高
193,170 - - 193,170 △193,170 -

計 3,134,129 1,131,862 65,726 4,331,718 △193,170 4,138,547

セグメント利益又は損失（△） △152,105 △836 39,475 △113,466 △262,070 △375,536

セグメント資産 2,542,969 557,122 790,744 3,890,836 1,321,961 5,212,797

その他の項目

減価償却費 106,144 1,115 12,335 119,596 3,494 123,090

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
66,984 1,242 39,627 107,854 1,032 108,886

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報の入手が可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　「住宅資材事業」は住宅建築用木材、住宅関連資材の卸売及び小売等をしております。「建設事業」は

住宅建築及び一般建築の設計・施工・監理及び不動産の販売・仲介等をしております。「賃貸事業」は不

動産の賃貸等をしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方

針に準拠した方法であります。報告セグメントの利益又は損失は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいて算定した合理的な内部振替価格によ

っております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額（△262,070千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。

（2）セグメント資産の調整額（1,321,961千円）は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。そ

の主なものは、余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であ

ります。

２.セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）1

連結財務諸
表計上額

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計

売上高

外部顧客への売上高 2,919,468 1,112,387 70,284 4,102,141 － 4,102,141

セグメント間の内部売上高又

は振替高
187,246 － － 187,246 △187,246 －

計 3,106,715 1,112,387 70,284 4,289,387 △187,246 4,102,141

セグメント利益又は損失（△） △56,500 △23,296 48,183 △31,613 △255,266 △286,880

セグメント資産 2,605,040 310,666 787,158 3,702,865 958,161 4,661,026

その他の項目

減価償却費 5,121 1,281 6,906 13,309 1,204 14,514

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
16,379 10,546 3,320 30,245 8,064 38,309

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

社会福祉法人歩みの会 513,500 建設事業

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額（△255,266千円）は全社費用（主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費等）であります。

（2）セグメント資産の調整額（958,161千円）は各報告セグメントに配分していない全社資産であります。その

主なものは、余資運用資金、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）及び管理部門に係る資産等であり

ます。

２.セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業損失と一致しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱アイ工務店 514,170 住宅資材事業

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表
計上額

減損損失 785,306 3,052 304,264 1,092,623 21,992 1,114,616

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表
計上額

減損損失 25,435 － － 25,435 － 25,435

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表計
上額

当期償却額 887 - - 887 － 887

当期末残高 16,867 - - 16,867 － 16,867

（単位：千円）

住宅資材事業 建設事業 賃貸事業 計 全社・消去
連結財務諸表計
上額

当期償却額 3,551 － － 3,551 － 3,551

当期末残高 － － － － － －

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）住宅資材事業において、当社の連結子会社であるビィ・エル・シー株式会社の固定資産の減損損失12,118千円、

同連子会社に係るのれんの減損損失13,316千円を計上しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）（のれんの金額の重要な変動）

　当連結会計年度において、ビィ・エル・シー株式会社の全株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴い、

「住宅資材事業」セグメントにおいて、のれんが17,755千円発生しております。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）（のれんの金額の重要な変動）

　当連結会計年度において、のれんの減損損失を計上したため、のれんの金額が13,316千円減少しております。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

該当事項はありません。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 1,941円53銭 1,679円66銭

１株当たり当期純損失（△） △1,293円58銭 △252円75銭

前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 2,156,722 1,865,832

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 2,156,722 1,865,832

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株）
1,110 1,110

前連結会計年度
（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり当期純損失

親会社株主に帰属する当期純損失（△）（千円） △1,436,955 △280,770

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（千円）
△1,436,955 △280,770

期中平均株式数（千株） 1,110 1,110

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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